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広
域
化
と
は

　
こ
れ
ま
で
国
民
健
康
保
険
は
市

町
村
が
運
営
し
て
き
ま
し
た
が
、

今
後
は
神
奈
川
県
が
加
わ
り
、
市

町
村
と
と
も
に
運
営
し
ま
す
。

　
な
ぜ
広
域
化
す
る
の
？

　
現
在
の
国
民
保
険
制
度
は
さ
ま

ざ
ま
な
「
課
題
」
を
抱
え
て
お
り
、

今
回
の
制
度
改
革
は
そ
の
解
決
の

た
め
に
行
わ
れ
ま
す
。

●
課
題
１

　
平
均
年
齢
が
高
く
、
一
人
当
た

り
の
医
療
費
が
高
い

　
加
入
者
に
高
齢
者
が
多
く
、
高

齢
者
医
療
の
必
要
度
が
高
い
傾
向

に
あ
る
た
め
一
人
当
た
り
の
医
療

費
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

【
加
入
者
の
平
均
年
齢
】　

　
市
町
村
国
保
51
・
５
歳
、
協
会

け
ん
ぽ
36
・
７
歳
、
健
保
組
合
34
・

４
歳

【
65
歳
か
ら
75
歳
未
満
の
高
齢
者

割
合
】

　
市
町
村
国
保
37
・
８
％
、
協
会

け
ん
ぽ
６
・
０
％
、
健
保
組
合
３
・

０
％

【
加
入
者
一
人
当
た
り
医
療
費
】　

　
市
町
村
国
保
33
・
３
万
円
、
協

会
け
ん
ぽ
16
・
７
万
円
、
健
保
組

合
14
・
９
万
円

●
課
題
２

　
所
得
水
準
が
低
く
、
保
険
料
税

負
担
は
限
界
に

　
加
入
者
に
低
所
得
者
が
多
く
、

保
険
料
税
負
担
は
限
界
と
な
っ
て

い
ま
す
。

【
加
入
者
一
人
当
た
り
の
所
得
】　

　
市
町
村
国
保
86
万
円
、
協
会
け

ん
ぽ
１
４
２
万
円
、
健
保
組
合
２

０
７
万
円

【
所
得
に
占
め
る
保
険
料
税
負
担

割
合
】　

　
市
町
村
国
保
９
・
８
％
、
協
会

け
ん
ぽ
７
・
５
％
、
健
保
組
合
５
・

７
％

●
課
題
３

　
財
政
リ
ス
ク
が
高
い
小
規
模
保

険
者
が
存
在

　
財
政
規
模
の
小
さ
な
市
町
村
で

は
、
突
発
的
な
医
療
費
負
担
増
に

応
じ
ら
れ
な
い
不
安
定
な
財
政
運

営
と
な
っ
て
い
ま
す
。
全
国
１
７

１
６
市
町
村
の
う
ち
、
加
入
者
数

が
３
０
０
０
人
未
満
の
小
規
模
保

険
者
は
４
５
８
市
町
村
。
実
に
全

市
町
村
の
１
／
４
を
占
め
て
い
ま

す
。
松
田
町
も
そ
の
１
つ
に
な
っ

て
い
ま
す（
数
字
は
平
成
26
年
度

の
全
国
実
績
）。

こ
れ
ら
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
に
…

市
町
村
国
保
財
政
の
安
定
化
を

図
る
た
め
の
制
度
改
革

Ⅰ
　 

国
は
国
保
へ
総
額
３
４
０

０
億
円
の
新
た
な
財
政
支

援
を
実
施

Ⅱ
　 

都
道
府
県
が
国
保
の
財
政

運
営
主
体
と
し
て
加
わ
る

安
心
し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る

国
民
皆
保
険
制
度
の
維
持
を
め

ざ
し
ま
す

１．改革の背景 ２．改革の方向性

都道府県の主な役割 市町村の主な役割

１. 財政運営
財政運営の責任主体
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定
・財政安定化基金の設置・運営

・国保事業費納付金を都道府県に納付

２. 資格管理 国保運営方針に基づき、事務の効率化、標準化、
広域化を推進　　　　　　　　　　※３と４も同様

・ 地域住民と身近な関係の中、資格を管理（被保
険者証などの発行）

３. 保険料税の決定
 　 賦課・徴収

・ 標準的な算定方法などにより、市町村ごとの標準
保険料率を算定・公表

・標準保険料率などを参考に保険料税率を決定
・個々の事情に応じた賦課・徴収

４. 保険給付 ・給付に必要な費用を全額、 市町村に対して支払い
・市町村が行った保険給付の点検

・保険給付の決定、支給
・個々の事情に応じた窓口負担減免など

５. 保健事業 ・市町村に対し、必要な助言 ･支援 ・ 被保険者の特性に応じたきめ細かい保健事業を
実施（特定検診・保健指導など）

○増大する医療費　約42兆円（毎年約１兆円増加）
H27国民医療費 … 前年比約1.6兆円（＋3.8％）
①人口の減 … 約0.04兆円（－0.1％）
②人口の高齢化 … 　約0.4兆円（ 1.0％）
③その他 … 約1.2兆円（ 2.9％）

○少子高齢化の進展による現役世代の負担増
給付費 … 後期高齢者は若者の約５倍

○国民健康保険の構造的な課題への対応

・国の財政支援の拡充
・都道府県が、国保の運営に
　中心的役割を果たす

【現行】   市町村が個別に運営 【改革後】   都道府県が財政運営責任を担うなど中心的役割

都道府県

以下により､ 国民皆保険を将来にわたって堅持
①医療保険制度の安定化 （国保、被用者保険）
②世代間・世代内の負担の公平化
③医療費の適正化
　・ 病床機能の分化・連携、入院医療の適正化、

地域包括ケアの推進
　・予防・健康づくりの推進、ＩＣＴの活用
　・後発医薬品の使用促進

市町村
市町村

市町村
市町村

市町村
市町村

国
民
健
康
保
険
が
広
域
化
さ
れ
ま
す国保運営方針

（県内の統一的方針）

【
問
い
合
わ
せ
】　
町
民
課
　
国
保
年
金
係
　
☎（
83
）１
２
２
５

広告

４
階
建
て
の
松
田
町
役
場
庁
舎
に
お
い
て
、
町
長
室
が
あ
る
の
は
何
階
で
し
ょ
う
か（
答
え
は
次
号
）。

①
１
階
　
②
２
階
　
③
３
階
　
④
４
階

《 

挑
戦
！
ま
つ
だ
マ
イ
ス
タ
ー
検
定 

》

「個人番号カード」（マイナンバーカード）は、
申請により、初回は無料で交付されます

　マイナンバー制度についてのお問い合わせは、次のフリーダイヤル
へおかけください。「通知カード」「マイナンバーカード」に関するこ
とや、その他マイナンバー制度に関するお問い合わせにお答えします。

都道府県が市町村ごとに決定した
国保事業費納付金（※）を市町村が納付
※市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮

給付費に必要な費用を全額、
市町村に支払う（交付金の交付）

【問い合わせ】　町民課　窓口サービス係　☎（83）1225

平　日　午前９時30分～午後８時
土日祝　午前９時30分～午後５時30分（年末年始を除く）

マイナンバー総合フリーダイヤル　8 0120-95-0
マ
1
イ
7
ナン
8
バー

公式サイト

平成30年平成30年
４月から４月から

医療保険制度改革の背景と方向性


